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に聞く�

火力・原子力発電所用、高温高圧バ
ルブのトップメーカー
－当社は今から８３年前の１９２６年に
私の祖父が創業して以来、日本の技
術革新の進展にあわせて、様 な々分
野で日本初、世界初となるバルブを
開発・製造してまいりました。現在で
はバルブの素材開発から設計・製
造、そして現在の当社の売上の６割
を占めるメンテナンスまで担う世界で
も唯一の一貫メーカーとして、国内外
の火力・原子力発電所をはじめ、あ
らゆる工業分野にバルブを納入して
おり、発電所用バルブの国内シェア
の約６割を占めています。

高温高圧バルブの国産化を目指し
て創業
－創業者岡野満は三菱合資会社に
勤務しておりましたが、世界第一の
ボイラーメーカーであった英国のバ
ブコック＆ウィルコックス社が日本に
進出するにあたり、英語のできる技
術者を探しており、請われてバブ
コック社に移りました。当時西日本の
素材・エネルギー産業の中心であっ
た門司に西日本地区の総支配人と

して駐在し、数百台のボイラーの販
売実績をあげると共に、その据付け・
メンテナンスに従事しておりました。
バブコック社のボイラーは世界一の
名声を誇っていましたが、最もトラブ
ルが起きるのは付属して輸入される
バルブであり、これに頭を痛めており
ました。取替品、部品等を輸入するに
は数ヵ月を要しており、これでは間尺
に合わないと、ボイラー技術者として
バルブを使用する立場から、何とか
して国産化すべきとの考えを持ち、
高温高圧バルブの製造を自ら行う決
意をしたのです。これが当社の起源
です。当社の製品に表示されている
商標“ＳＵＰＥＲＯ”には、その時の
「外国製品を超えてみせたい」という
思いが込められています。本来はボ
イラーメーカーを立ち上げるのが夢
であったのですが、膨大な資金を要
するため断念したと聞いています。
創業者がボイラーメーカーの技術者、
言い換えればバルブのユーザーで
あった為、ユーザーの立場、即ちお
客様の立場に立ってバルブを製造
しようという精神が今日まで脈 と々受
け継がれています。

日本のバルブ業界の先駆者とし
てバルブ技術の発展に貢献
－当社が国産第一号となる高温高
圧バルブを九州電力の前身である
西部共同火力に納入したのは創業
から１１年後の１９３７年のことです。こ

のバルブ開発において技術的に最
もネックとなったのは、バルブの生命
である弁座面の焼き付きでした。これ
を解決すべく新材料を模索していた
祖父は削岩機の先端に使われてい
たステライトに着目し、試行錯誤をくり
返しながら溶接技術を開発、世界で
最初に弁座面へのステライト採用に
成功し、実用化いたしました。ステラ
イトの実用化は世界初の快挙であり、
現在でも世界標準の技術となってお
ります。これが当社を飛躍させる原
動力となりました。
こうした当社の実績は高い評価を
受け、その後、日本初の原子力発電
所である東海発電所に数多くのバル
ブを納めるなど、約１００万台に及ぶ
バルブを製造・納入してまいりました。
当社では製造したその全てのバル
ブの設計図面、生産工程管理記録、
補修箇所、修理や部品交換記録をカ
ルテのように保管し、計画的・効率的
なメンテナンスや安全性向上のため
の改善に役立ててきました。
こうした取組みを通して、当社で
はバルブ本体の製造だけでなく、日
本のバルブ技術発展へも貢献して
まいりました。

匠の技によって１００％を究める
－１００％への挑戦、それが当社の製
造技術の歴史でした。火力・原子力
発電所用のバルブは、超高温・超高
圧下においても蒸気等が漏れること

■創 業：１９２６年１１月 ■設 立：１９３６年２月
■所 在 地：福岡県北九州市 ■資 本 金：１，２８６百万円
■従 業 員：３７０名
■事業内容：バルブ設計・製造・メンテナンス
■主な製造品目：原子力発電、火力発電、その他産業用プラントに納入

するバルブ
■製造拠点：本社・門司工場（福岡県北九州市）、行橋工場（福岡県行橋市）

岡野バルブ製造株式会社

岡野 正敏氏

02 FFG調査月報 2009年8月



のないよう、１／１，０００�単位の精度
が求められています。当社の製品は
多品種少量生産であるため、当社
ではオリジナルの加工設備や治工
具を取り揃え、多様かつ精度の高い
加工を行っておりますが、１／１，０００
�単位の高い精度を実現するため
の最後の仕上げには、今も熟練技術
者の手の感触が活躍しています。
９９％の完成度を持つ製品に、たった
１％、けれども大きな１％を付け加
えることができるのは、長年の経験を
持つ者だけが感じることのできる１／
１，０００�の感触なのです。
その一方、人の目では見えない製
品内部の亀裂など、人の能力では対
応できない部分への対応について
は最新の機器を導入しています。こう
して、人と先端技術両方による、
１００％を究めるための「匠の技」を社
内に構築しております。

匠の技の継承に注力し、技術革新
の芽を育てる
－当社では、そのような有形無形の
「匠の技」を継承していかなければ
ならないと考え、マイスター制度や
様 な々研修制度を導入しています。
分野によっては一人前になるまでに
２０年ほど要するものもあるため、長
期的な視点での育成に努めていま
す。マイスター制度は創業当初から
伝承しているものであり、若い技術
者がベテラン技術者から数年間マ
ンツーマンで指導を受けながら技術
の習得に日 研々鑽を重ねています。
また、研修センターでは、原子力発
電所構内を模した環境でメンテナン
ス技術を磨いています。さらに、大学
教授を招いて技術系の若手社員等
を対象にした「岡野テクニカル・カ

レッジ」を社内で週２回のペースで
開催し、材料力学・流体力学・電機
電子回路学・電気磁気学・基礎数学
講座などを教えています。
匠の技の継承と同時に、技術研究
所では、バルブ材料の研究・開発、
構造・部品の開発・改良およびメン
テナンス機器・ソフトウェアの開発等
を積極的に行っており、２１世紀に求
められる技術革新の芽を確実に育て
ています。

来るべき次の時代の到来に向けて
－最近、地球温暖化問題への対応
から、原子力発電への注目が集まっ
ており、国内外で原子力発電所建設
の動きが起きています。当社はこれ
までのバルブ設計・製造・メンテナン
スから得た技術・ノウハウに新たなる
要素を加え、来るべき次の時代へ向
けての業容の充実・拡大に会社を挙
げて取組んでおります。
今日まで当社はその創業の精神

「先進一歩」をモットーに業界をリード
して来ました。これからも、素材から
製品そしてメンテナンスまで、バル
ブのライフサイクルを通して社会に
貢献することに、その使命と価値を
見出し、常に社会とお客様にとって
必要な企業として存在し続けるため
の挑戦をこれからも続けてまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

日本初・世界初の技術や製品
を次々に生み出し、発電所用バ
ルブのトップメーカーとして活
躍されている当社は、「お客様
の立場に立つ」という創業時の
精神を８０年以上経った今でも
大切にしておられます。また、
製造現場においては、モノづく
りの根底となる技術の継承、技
術者の育成にも取組まれてい
らっしゃいます。
このように堅実な取組みを徹
底しながら、常に一歩先に進み
続ける当社が、私たちの生活に
欠くことのできない電力供給を
支える発電所用バルブのトップ
メーカーとして、今後も更に活
躍されることを期待しています。
（６月１日からクールビズを実施しています）

視察風景

当社製品 左から 岡野社長、谷頭取、中平支店長
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７社のＭ＆Ａを経て、九州トップ
企業へ
－１９７２年に、私が株式会社大商
を熊本市に設立したのが当社のは
じまりです。
その後、これまでに鹿児島・大
分・佐賀・福岡・熊本など、九州
各地の同業６社との合併や事業譲
受、いわゆるＭ＆Ａを行った結果、
九州７県に１６営業所を有し、域
内の農薬流通量の約１／４を取り
扱う九州トップ企業へと成長しま
した。
現社名のグリーンテック株式会
社は、２００６年に株式会社アグリ
サポート（熊本県宇城市）と合併し
た際に商号変更したものです。

事業環境の変化に対応して規模を
拡大
－当社は農薬の卸販売業を中心と
していますが、この４０年で事業
環境は大きく変化しました。７０
年代は農産物の「増産」が重視さ
れ、農薬大量消費の時代でした。
それが、近年では「安全・安心・

高品質」が重視され、農薬残留問
題などが注目される時代へと変化
しました。農薬販売量が伸び悩む
中、複雑な取引慣習も事業の効率
を妨げる要因となっていました。
今後、農薬業界も医薬業界同様、
全国規模による業界再編が進むも
のと考えています。
当社としては、経営効率の向上
を図るために事業規模を拡大し、
結果として７社の中小企業が統合
した企業体となりました。この規
模拡大により、営業エリアは九州
全域に広がり、取扱量の拡大が
メーカーとの関係強化に繋がりま
した。また、業界経験を積んだ優
秀な人材を確保出来たことでも、
７社のＭ＆Ａは成功したと考えて
います。

経営効率化に向けた全社的な
取組み
－さらに当社は、複雑な取引慣習
を数値化するためにＩＴを積極的
に活用した利益管理システムの構
築に取組みました。また、受発注
システムをＩＴ化した結果、受注
から出荷確認までの時間は大幅に
短縮され、受発注ミスも減少する
など当社の経営効率改善に大きく
貢献しました。
こうした取組みの背景には、
個々の社員の協力が不可欠でした。
例えば、ＩＴ操作の不得手な社員

は、自らパソコン教室に通うなど
地道な努力を行い、当社方針の実
践に取組んでくれました。手前味
噌になりますが、こうした姿勢に
は経営者として感激しています。

業界の繁栄は当社の繁栄と位置づ
け、積極的な業界活動を展開
－農薬の流通過程には、当社など
卸業者を経由した「商系」ルート
と、全農を経由する「系統」ルー
トがあり、卸販売では商系流通が
約６０％、系統流通が約４０％のシェ
アとなっています。
この「商系」ルートの全国組織
が「全国農薬協同組合」（全農薬）
であり、国内の約１８０の卸業者が
加盟しています。私はその理事長
を、今期で４期務めています。
２００７年１０月にはこの全農薬が主
体となり、大手メーカーとの業界
統一受発注システムを構築しまし
た。受発注業務の合理化・効率化
などを通じて、農薬業界の繁栄に
貢献することは、当社の繁栄にも
繋がるものと考えています。
また、「食の安全」を守るとい
う観点から、農薬の安全推進運動、
適正使用の普及活動においても、
九州のトップシェアを持つ企業と
して、当社の責務は大きいと考え
ています。
ついては、当社の販売先への安
全推進運動や技術サービスを拡充

■設 立：１９７２年１２月 ■所 在 地：熊本県熊本市
■資 本 金：８１百万円 ■従 業 員：１０６名
■事業内容：農業薬剤等の卸販売業
■主な取扱品目：化学農薬・生物農薬・肥料・農業用資材及び農機具の卸販売
■営業拠点：本社（熊本県熊本市）および１６営業所（九州内）

グリーンテック株式会社

松木 三男氏
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するとともに、化学農薬を補完す
るものとして期待される、天敵並
びに微生物を利用した生物農薬の
普及にも注力しています。

社員の自発的な意欲を引き出す
－当社では年１回、全社員と関係
メーカー並びに金融機関をお招き
し、３００人規模での業績報告・新
年度事業計画・諸表彰等を内容と
する会を開催し、社員のモチベー
ション向上を図っています。
また、農薬の安全指導、適正使
用に関しては、社員個々の知識修
得が重要となるため、当社では業
務関連資格の取得を奨励し、その
サポートに努めています。その結
果、本社スタッフまでが、自発的
に資格取得するなど、当社の方針
が社員に浸透しています。現在で
は毒劇物取扱資格者４９名、農薬
指導士３２名、農薬安全コンサル
タント２８名など、延べ１３９名の資
格取得者が社内に誕生しています。
こうした自発的な姿勢が、社員の

間で自然に受け継がれていく人材
育成が我が社の強みとなっていま
す。

当社の将来展望
－エンドユーザーである農業者の
ニーズ多様化に応えるため、産業
用無人ヘリコプターによる請負防
除を今年度より事業化しました。
機体メーカーの協力を得て、当社
には６名のオペレーターが誕生し
ました。比較的小面積でも農薬散
布が出来る無人ヘリは潜在需要が
見込まれるため、早期の普及拡大
に努めています。
また、肥料並びに種苗などの取
扱品目を拡大し、農業生産資材総
合卸を目指します。
営業基盤につきましては、九州
北部・西部での拠点設置を進め、
九州内の営業基盤の拡充を目指し、
さらに経営環境の変化に対応する
ため、九州域外への商圏拡大につ
いても意欲的に検討しています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

農薬業界の事業環境が大きく

変化する中で、九州をリードす

る企業のトップとして、また業

界全体のリーダーとしてのご苦

労は大変なものであると拝察し

ます。７社の企業を「一体感」

のある企業体に統合され、同時

に業界全体の発展につながる統

一受発注システムの構築に尽力

されるなど、数々の重責を全う

してこられたのは、松木会長の

手腕に負うところが多大である

と感じます。

今後も様々な変化に対応して

いかれることを確信しています。

前列左から 松永社長、酒井本店営業部長、鈴木頭取、松木会長

防除用無人ヘリコプター
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焼け野原の中で生まれた学校設立

の決意

－１９４５（昭和２０）年、敗戦による貧困
と動乱のなか、九州文化学園は誕生
しました。創設したのは私の父であ
る安部芳雄です。戦前、佐世保工業
高校に勤務していた父は、焼け野原
となった大地に立ちつくしながら、「こ
の敗戦した日本を再建するのは若
者たちに違いない。彼らがその力を
発揮するには教育しかない。銃と剣
で失ったものを、ペンと筆で取り戻す
のだ。」と、この佐世保の地に学校を
つくることを決意したのです。
すしづめの汽車に丸４日間揺ら
れて上京し、文部省に学校設立の認
可を求めたものの容易には認められ
ず、様 な々人たちの助力を得てようや
く各種学校「九州文化学院」として認
可を受けることが出来ました。

時代が求める人材育成の受け皿を

整備

－その後、各種学校から専門学校へ
の昇格（１９４７年）、付属中学校の誕

生（１９４８年）、高等学校（共学から後
に女子専へ）の開校（１９５１年）などを
経て、１９６６年に私どもの悲願でもあり
学園の中核ともいえる九州文化学園
短期大学が誕生しました。当初は食
物科のみの設置でしたが、後に保育
学科と英語科を加えて長崎短期大
学へと改称するなど、学びの内容も
より高度なものになっていきました。
既に開校していた高等学校には
食 物 科（１９６８年）、衛 生 看 護 科
（１９７０年）、保育科（１９７６年）を新設
して充実を図ったほか、１９７１年に九
州文化学園調理師専修学校、１９８０
年には九州文化学園歯科衛生士学
院を開校し、短大を中核とした高等
教育を基本に、食、保育、看護、医療
分野という時代が求める人材を育成
する受け皿を揃えていきました。

長崎国際大学の開学と薬学部の

設置

－時代の節目である２０００年に、本学
園は大きな飛躍の時を迎えます。長
崎県と佐世保市および地元経済界
の支援による「公私協力方式」によっ
て、長崎国際大学が誕生したので
す。この大学は当初、人間社会学部
（国際観光学科、社会福祉学科）の
１学部２学科で開学しましたが、そ
の後２００２年に健康管理学部（健康

栄養学科）、さらに２００６年に薬学部
（薬学科）を開設するとともに、大学
での学びを深化させる人間社会学
研究科（修士課程・博士後期課程）、
健康管理学研究科（修士課程）も
２００４年以降、順次設置いたしました。
また、大学の薬学部設置と同時期に、
専門学校、高校、幼稚園を新キャン
パスに移転し、学園全体の教育環
境の大幅な改善に取組みました。

九州文化学園の建学の精神

－私たちが掲げる建学の精神は、
「高い知性と豊かな教養」「たくましい
意志と健康な身体」、そして「優れた
徳性と品格」です。“高い知性”は大
学および大学院の高度な研究と教
育に象徴され、“たくましい意志”は、
たとえば高校女子バレーでの全国
大会１１回優勝など、スポーツ部にお
ける輝かしい実績がそれを表してい
ます。さらに“品格”は、学園の基本理
念ともいうべき「茶道の心」によって、
確実に実践されています。

人間教育の基本理念は茶道に息づ

く品格ともてなしの心

－本学園がその創立以来、６０有余
年にわたって培ってきた人間教育の
基本理念が、「茶道文化＝茶道の
心」です。茶道の基本は“座”にあり、

■創 業：１９４５年１２月 ■設 立：１９４７年２月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■従 業 員：３３９名
■事業内容：教育
■事業拠点：長崎国際大学、長崎短期大学、九州文化学園歯科衛生士学院、

九州文化学園調理師専修学校、九州文化学園高等学校、
九州文化学園高等学校衛生看護専攻科、
九州文化学園幼稚園（長崎県佐世保市）

学校法人九州文化学園

安部 直樹氏
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茶を点てる者と飲む者とが同じ空間
に座ります。大学に置きかえれば教
員と学生が、あるいは先輩と後輩が、
ともに同じ目線で向き合い、互いを敬
いながら支えあうこと、そこに生まれ
るしなやかな所作と品格、“もてなし
の心”こそ、“九州文化学園の精神”
といえます。
本学園では二十九代平戸藩主松

ちんしん

浦鎮信が興した武家茶道「鎮信流」
を、長崎短期大学および九州文化
学園歯科衛生士学院では必修科目、
長崎国際大学では選択科目として
教育カリキュラムに取り入れ、私が講
義を受け持っています。茶道を通じ
て自国の伝統文化を理解し、その文
化が現代にも継承されていると認識
することは、国際社会と接する時に
求められる国際性の涵養に大きく役
立っています。また、社会生活に必
要な常識やマナーの習得にもなり、
茶道を通じて教員や学友との交流に
もつながっています。

地域とともに発展する学校法人

－本学園は１９４５年の創立以来、佐

世保市の教育の一翼を担うべく、時
代のニーズに即した学校教育を行っ
てまいりました。現在では大学から幼
稚園までの教育機関を有し、更には
本学園のグループ施設として福祉
施設（三川内保育園、世知原福祉
会）、医療機関（長崎リハビリテー
ション病院）、株式会社（ザ・グローバ
ルズ、ケイ・エム・サポート）を設立す
るに至っております。
本学園は総合学園として、各学校
や部門が相互に協力して支援する
組織です。たとえば、長崎リハビリ
テーション病院は医療の立場から、
世知原町（長崎県佐世保市）の福祉
施設は福祉の立場から、さらに保育
園は児童保育に対する実践的立場
から、それぞれの教育を支援し、高
い見識と実践力を備え地域に役立つ
人材の輩出に努めています。
教育、福祉、医療、そして様 な々事
業展開へと、私ども九州文化学園は
佐世保市の発展と共に、地域に根ざ
した教育環境の整備と人材育成にこ
れからも邁進してまいります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

敗戦直後の佐世保において、

教育への情熱によって産声をあ

げた九州文化学園は、時代の要

請に応えながら成長してこられ

ました。そして、長崎国際大学

の開学、同大学薬学部の開設な

ど、名実ともに総合学園として

の地歩を固めておられます。

「鎮信流」免許皆伝の理事長

自ら「茶道」の講義を担当して

おられ、創業以来人間教育の基

本理念として掲げてこられた

「茶道の心」は、これからも当

学園の建学の理念として受け継

がれていくものと確信しており

ます。
（６月１日からクールビズを実施しています）

大学図書館 茶道文化棟「自明堂」

大学薬学部研究室 長崎国際大学大講義室 大学中庭
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異業種企業の農業参入成功のために
～農地法改正をどう活かすか～

農地の改良�

希望に合った農地の確保�

初期投資に必要な資金確保�

販路の確保�

参入手続きが面倒�

地元との調整�

その他�

79�
�42�

�38�
�31�

�16�
�15�
� 26�

�0 20 40 60 80 100（法人数）�

【農業参入時に苦労・困難だったこと（複数回答）】�

0 20 40 60 80

【新規参入又は経営改善に必要な支援（複数回答）】�

初期投資に必要な資金の融通�

希望にあった農地の提供�

技術的支援�

人材の確保（常雇用・臨時雇用）�

参入手続きの簡素化�

59�
�

51�
�

42�
�

28�
�

15�
�
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図１ 農業参入の「課題」と「必要な支援」

（出所） 農林水産省「農外から農業参入した法人へのアンケート」
（※） 平成１８年３月１日時点で農地リース方式で農業参入している１３４法人への

調査結果

はじめに

今、農業には「食料の安全保障」「不況下に

おける雇用対策」「新たなビジネスとしての可

能性」等、様々な面から注目が集まっています。

そのような中、今年６月に農業政策の中心とな

る「農地法」が改正され、日本の農業は転換期

を迎えています。

今回は、「異業種企業の農業参入が成功を収

めるために農地法の改正をどのように活かして

いくべきか？」考察を行っています。

まずは、「参入企業が抱える問題点」を取り

上げ、次に「農業政策における最近の動向」と、

「福岡、熊本、長崎各県の農業分野に対する施

策」、「農業参入を成功に導くためのポイント」

を整理した上で、「ふくおかフィナンシャルグ

ループの取り組み」についてご紹介します。

小報４月号において、各地で活発化している異業種企業によ
る農業参入についてその仕組みや現状についてご紹介しており
ます。あわせてご参照ください。

１．新規参入における問題点

現在、「異業種企業による農業参入」が活発

化しています。しかし、新規参入後の農業ビジ

ネスが軌道に乗らず、撤退したというケースも

少なくないようです。

農業には、他の産業と比べて収益性が低く、

採算ベースに乗るまでに時間がかかるといった

問題点も存在します。事業が軌道に乗る前に営

農の継続を断念してしまう主な理由には、参入

時に借り受けた農地が耕作放棄地であったり、

点在していたために、「土壌改良に苦慮し思う

ように生産性があがらない」などがあげられて

います。

事実、これまで企業がリース方式で農業に参

入した事例では、借り受けた農地の約６割が耕

作放棄地であったとのデータが報告されていま

す（農林水産省調べ）。今年４月に公表された農

林水産省による初の「全国耕作放棄地全国実態

調査」によると、そのままでは耕作に使えない農

地は約２３万１，０００ｈａ（福岡市面積の約７倍）に

のぼり、その規模は年々増加傾向にある様です。

これを裏付けるように、農林水産省が農業へ

新規参入した法人に行なったアンケート調査に

よると、参入にあたって苦労・困難であった点

は、「農地の改良」、「希望に合った農地の確保

ができない」などとなっています。また、事業

開始に必要な支援では、「資金の確保」「希望に

合った農地の提供」「技術的支援」がアンケー

ト調査の上位に続きました。参入に際しての最

大の問題は「農地」であり、その確保と改良が

いかに困難であるかという実態がアンケート調

査から浮き彫りになりました（図１）。

産業調査
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その対策として、農林水産省では、耕作放棄

地を整地した企業に対する交付金（約２０６億円）

制度を４月から新設しました。同時に新規農業

参入法人数を１５６法人（０５年度末）から５００法人

（１０年度）と５年で３倍程度に増加させる政策目

標を掲げています。上記アンケート調査の「必

要な支援」にもあげられていた様に、土壌改良

などといった初期投資への資金負担の軽減にも

つながる制度となっています。

２．農業政策をめぐる最近の動き

ここでは、農業政策をめぐる最近の動きとし

て、「法改正」や「制度の見直し」などについ

て見ていきます。

� 農地法の改正の概要

今年６月、農地の貸し借りを原則自由化する

改正農地法が成立しました（年内にも施行予定）。

政府は、企業などへ農業参入を促すことによっ

て、耕作放棄地の減少につなげたい意向です。

これまで、企業が農地を取得して農業に参入

する場合には、「農業生産法人」を設立する必

要がありました。しかし、実際に農業生産法人

を立ち上げるには、

�企業は１社あたり１０％までしか出資できな

い

�出資者の７５％以上が農業関係者でなければ

ならない

�業務執行役員の過半が常時農業に従事する

必要がある

などと極めてハードルが高いものとなっていま

した。

今回の法改正では、「田畑を耕す人が農地を

所有する」とした現在の「所有」制度を見直し、

農地を貸し借りによる「利用」制度へと大幅に

緩和した点が改正の一番のポイントとなってい

ます。これは農地を「所有」から「利用」に再

構築するとした農地法の根幹を転換するといっ

た意味で大きな改革といえるでしょう。

法施行後は、新たに農業参入を考える企業に

とって、あえて設立条件の厳しい農業生産法人

を設立しなくても、農地を借りるだけで営農が

可能となり、使い勝手の点でも一定の効果が期

待できます。

� 農業生産法人への出資規制の緩和

農業に参入する企業にとって、農業生産法人

の設立要件もまた、重要なポイントとなります。

そこで、農業に参入する企業が農業生産法人に

出資する場合、上限比率が現行の１０％から２５％

まで引き上げられることになりました。さらに、

農業生産法人と企業が連携して新商品などを開

発する「農商工連携」事業が国に認定された場

合、最大５０％までの出資が認められる予定です。

これは農産物の加工や販売を手掛ける企業と農

家が出資によって一体となり、新商品の開発や

販路の開拓を目指す取り組みを後押しするため

の規制緩和だといえます。食の安全への関心の

高まりから、原料として農産物を確保したい食

品企業や、直接仕入れを目指す流通企業などの

農業参入が加速すると考えられます。

� 農地集約の促進

農地のスムーズな確保を目的とした法改正も

行われています。いわゆる基盤強化法（農業経

営基盤強化促進法）の改正も行われました。こ

の改正により、農地取引の仲介制度が原則すべ

ての市町村に導入されます。これは、市町村、

公社などの公的な団体が「農地利用集積円滑化

団体」となって農家から委託された農地を第三

者に転貸する制度です。農家の中には、企業に

農地を貸すことに抵抗感があることが少なくあ

りません。そこで、市町村等が仲介することに

よって安心感が醸成され、貸借がスムーズにな
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農地を貸しやすく、借りやすくし、�
農地を最大限に活用。�

り、新規就農希望者は全国のどの市町村でも耕

作放棄地にかぎらず圃場整備の済んだ良好な農

地の利用もできるようになることを目的とした

制度となっています。

また、所有者が分からない遊休農地について

も、都道府県知事の裁定で利用できるように改

正されています。

� 農地の相続税見直し

今回の農地法改正とあわせて、今後の農地の

利用を大きく左右する、農地税制も大きく見直

されました。特に注目する点は、農地における

相続税優遇措置です。

現在の優遇措置の適用は、原則として「農地

を相続した人が農業を継続すること」が条件と

なっていましたが、今回の見直しで、「相続し

た人が耕作しなくても農地を大規模農家に貸し

出していれば優遇が受けられる」ことになりま

した。

これは農家の高齢化が急速に進む中、相続な

どで所有者が地元にいない約２０万ｈａ（福岡市

の面積の約６倍）に相当する「不在地主農地」

の解消を目的としています。「不在地主農地」

は「耕作放棄の問題」と密接に関わっており、

農地集約の障害にもなっています。これまで企

業に貸すことを躊躇していた地主も、改正後は

農地の有効活用の動きに転じることが予想され、

飛躍的に農地の集約化、大規模化が進むことが

期待されています。

� 農地のリース期間延長

農地法改正とも密接なつながりがある農地の

利用期間についても大幅に改正が加えられまし

た。これまで民法の規定では農地の賃貸借期間

が２０年以内となっていましたが、今回の改正に

より５０年以内に延長されました。これにより長

期的な視野に立った農業経営が可能となり、企

業にとっては、制度的な障害はほぼ取り払われ

たと言えるでしょう。

３．福岡・熊本・長崎 各県の施策紹介

ここまでは法改正等、政府の動きを紹介して

きましたが、都道府県レベルでもそれぞれの地

域性に合わせた独自の支援策で農業を後押しし

ています。以下、各県の特徴的な施策をご紹介

します。

� 福岡県の取り組み

福岡県は九州一の大都市圏を抱え、０７年農業

産出額では全国１６位となっています。「あまお

う」に代表される農産物のブランド化が進んで

おり、福岡県では、競争力ある産地づくりを目

指して様々な施策を推進しています。

産業調査

図２ 農業政策変更のポイント
（農地法、農業経営基盤強化促進法、

農業振興地域の整備に関する法律、農業協同組合法）
平成２１年６月２４日公布

■農地法の目的の見直し

・「農地は耕作者が所有する」を「農地は貴重な資源であり効率
的に利用する」考え方に
（効果）農地を経営資源としての位置づけへ

■農地を利用する者の確保・拡大

・農地の適正利用を条件に、貸借規制を大幅緩和
（効果）農業生産法人を設立せずとも企業参入が可能に
・農業生産法人への出資規制を緩和
（効果）異業種企業との連携により経営発展促進

■農地の面的集約の促進

・市町村が所有者の委任を受けて、分散した農地を集積
（効果）農地の規模拡大により、生産性を向上

■遊休農地対策の強化

・所有者不明の遊休農地は、知事の裁定で利用可能
（効果）耕作放棄地の解消

■納税制度の見直し

・農地の貸借で打ち切りになっていた納税猶予が適用可能
（効果）農地の利用促進、不在地主問題の解消

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図３ まるふくマークと海外デパート
での販売の様子
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図４ 福岡県産農産物輸出額の推移

（出所）福岡県

■福岡県産農産物の輸出促進

国内では人口減少・少子高齢化などによって

食品マーケットは縮小傾向となっています。し

かし、一方では海外で日本食は依然として支持

されており、経済成長とともに健康志向を強め

るアジア諸国などで、特に根強い人気がありま

す。そこで、福岡県産品はアジアに近い地の利

と優れた交通アクセスを活かして、ブランドい

ちご「あまおう」をはじめ、高い品質と価格競

争力のあるぶどう、なし、ねぎ等を中心に輸出

されています。輸出先は香港、台湾、シンガポー

ル等であり、その成果は５年間で５倍以上の輸

出額増となっています。

輸出には、相手国や地域によって検疫の問題

や農薬の使用基準、味や外見などの嗜好性が、

日本とは異なる場合が少なくありません。福岡

県では相手国・地域ごとのニーズを把握し、的

確に対応できるようサポートしています。

また、「あまおう」は海外でも高い評価を受

けており、福岡県の考案した「まるふくマーク」

と共に福岡県産の輸出品目のパッケージに表示

することで、福岡県産のブランド力を高める仕

掛けづくりを行っています。この縁起のよい

「福」の漢字を使ったロゴは海外でも好評と

なっており、既に香港、台湾、韓国、シンガポー

ルなどで商標登録を済ませています（図３）。

さらに、昨年１２月には、福岡県産農産物を安

定的に供給する貿易会社「福岡農産物通商株式

会社」が設立されました。現在、海外市場の動

向に関する情報分析など、これまで培った様々

なノウハウを活用しながら、鮮度保持技術や検

疫への対応、新たな販路の開拓を行い、福岡県

産の農産物の輸出拡大を支援しています（図４）。

■とんこつラーメン用小麦の普及

福岡の名物といえば「とんこつラーメン」。

この「とんこつラーメン」の具材を福岡県産の

食品で賄う計画、いわゆる「地産地消ラーメン」

作りの計画が進められています。

福岡県では、福岡の顔ともいえる「とんこつ

ラーメン」が、県民をはじめとした多くの観光

客にも広く愛されるよう、全国に先駆けてラー

メン用小麦の開発を行ないました。この品種は

福岡のストレートな細麺に最適で、麺にした時

の色が良く、コシが強くてゆで伸びしにくいと

いった特徴を持っています。

県内のラーメン店で使用される麺の半量相当

を福岡県産で賄うことを目標に、今年から小麦

の本格的な生産が開始されました。

究極の「地産地消ラーメン」を屋台で食する

ことができる日は遠くなさそうです。

� 熊本県の取り組み

熊本県では豊かな地形を背景として、多彩な

11FFG調査月報 2009年8月



農産物が作られています。農家数は、県内総世

帯の約１割を占めており、全国的に見ても農業

の比率は高く、「食料基地」といわれている九

州においても熊本県は代表的な農業県と言えま

す。

■企業参入支援の包括相談窓口の設置

今年４月、熊本県は、農業参入に関心をもつ

企業を対象に「担い手支援室 就農・企業参入

支援班」を設置しました（農政事務所と各地域

振興局でも企業参入の相談窓口を設置）。

支援班では、「新たな担い手の確保とともに、

地域が活性化し、企業感覚を生かした農業経営

を取り込むことによって農家へのよい刺激にな

る」とのスタンスから積極的に企業参入を推進

しています。個別相談への迅速な対応、企業向

け説明会の開催、参入後の技術面・経営面での

支援が重点的に行われ、知事特命プロジェクト

として、県庁全体で支援する体制がとられてい

ます。

県のバックアップにより、参入企業が既存の

農業経営者のパートナーとして協働・連携が進

み、新しい形の発展的な熊本農業が創造される

ことが期待されています。

� 長崎県の取り組み

長崎県は、多くの離島（県土の４６％）や半島か

ら成り立ち、地形は複雑で急傾斜地が多く、耕

地条件としては決して恵まれているとはいえま

せん。流通面においても他県と比べてコストが

高くつくなど不利な点も多いようです。また、

耕作放棄地率も全国で最も高いという結果と

なっています（２００５農林業センサスによる）。

ここでは、長崎県の耕作放棄地解消に向けた

施策や地域的特性を活かした農業経営のサポー

ト体制についての取り組みを中心にご紹介しま

す。

■耕作放棄地解消への支援

長崎県では、「長崎県耕作放棄地解消５ヵ年

計画」（０７年度から）を策定し、耕作放棄地の復

旧有効利用に対し、３万円／１０ａを支援するな

ど、全国に先駆けた取り組みを開始しました。

耕作放棄地解消については、国でも緊急対策

事業が開始されましたが、長崎県では国庫事業

の対象外となる農振農用地区域外や国庫補助の

基準額に満たない場合などにも支援対象を広げ

ています。さらに重機利用が必要な場合は、加

算を認めるなど独自のメニューで放棄地解消を

後押ししています。この施策によって、既に０７

年度～０８年度では３８９ｈａ（解消目標１，２５０ｈａの

約３割）に及ぶ耕作放棄地が解消されました。

■農業経営アドバイザーの派遣

長崎県では「耕作放棄地の解消が進むこと」

「諫早湾干拓地の活用が盛んになること」で、

農業への新規参入者が増加することが見込まれ

ています。そこで長崎県は、中小企業診断士、

マーケティングプランナー、社会保険労務士、

税理士といった専門家集団を「長崎県農業経営

アドバイザー」として登録し、要望により無料

で派遣する取り組みを開始しています。

４．農業参入を成功に導くために

現在、農業を取り巻く環境は、農地法改正を

はじめ、新たな「ネットワークの形成」や「農

産品の輸出」といった従来では考えにくかった

「攻める」農業を支援する、様々な取り組みが

行われています。

農業参入を成功に導くためには、行政の取り

組みなどを参考にしながら、その活用を検討す

ることも必要となるでしょう。そして、より大

切なことは、「明確なビジョンを持って農業参

入を図ること」といえそうです。

実際に農業参入で成功をおさめた企業の事例

産業調査
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図５ 農業参入に成功・成長している企業の
共通ポイント

■「複業化」の発想

農業「生産」単体で考えるのではなく、自社の強みや経営資源、
他事業・他分野との関わり等を活かして、複合的な事業を展開
する

■経営者の事業「掌握」

経営者が適切な経営判断を下すためにも、決して人任せ、社員
任せにせず、経営者自身が事業全体をしっかりと把握する

■「現場責任者」の存在

社長による生産現場すべてへの関与は難しく、社長と意思を共
有し、現場を任せられるナンバー２を育成・獲得する

■「信用」の重要性

「消費者からの信用」に加え、「地域からの信用」も獲得する

■外部からの技術の補完

生産技術などは地域の先進農家、外部専門家、もしくは人の採
用を通し、短期間で習得する

■マーケティングでの差別化

作物自体、もしくは品質・農法での差別化を図り、一貫したマー
ケティング活動を行なう

■加工の導入

付加価値の向上に加え、業務の平準化も図る

■最小限の投資

中古品、補助金などを活用し、削れる投資は削る

■自己改革の継続

食に関するニーズの変化などの環境変化に対応する

（出所）渋谷往男「戦略的農業経営」より

をみてみると、�「消費者の安全性志向や地産

地消といった国産品回帰の傾向に沿った特色の

ある農産物を作ることで差別化を図り、独自の

流通ルートを確立させる」、�「農産物の価格

安定を図るため嗜好性の高い農産物を栽培す

る」、�「天候の影響を極力さけるために、ハ

ウスで栽培サイクルの短い野菜を作る」、�「都

市住民の嗜好にあった花卉栽培など食料ではな

い品目で高価に売れるものを栽培する」など、

高付加価値、高収益性をキーワードとした農業

に取り組んでいるようです。

また、株式会社三菱総合研究所の渋谷氏によ

れば、参入に成功し、成長を続けている企業に

は「共通のポイント」があるようです。「共通

のポイント」は以下のとおりです（図５）。

５．ふくおかフィナンシャルグループの取り組み

ふくおかフィナンシャルグループでは、今年

５月に「フード・アグリアイランド九州２００９」

を開催いたしました（商談会の詳細につきまし

ては小報７月号のＦＦＧニュースをご覧下さい）。

この取り組みは、農産物の販路拡大を支援する

ための様々な取り組みの一つです。九州・山口

全域から「こだわりの食材」や「付加価値の高

い商品」を取り扱う食品関連企業９３社が出展し、

百貨店、スーパーなどのバイヤーの方々と活発

な商談を行い、大盛況となりました。その他に

も個別商談会等を通した販路拡大支援など、金

融機関として地元九州の主要産業である農業・

食品分野の活性化のため、様々な側面からサ

ポートしています。

おわりに

穀物価格の高騰、諸外国における輸出規制な

ど世界の食料事情は大きく変化しつつあります。

現在、国全体で食料自給率の向上を目指す方

針が打ち出されているものの、日本の農業就業

者の６割は６５歳以上の高齢者と農業の担い手不

足は深刻な問題となっています。今回の思い

切った法改正から、今後の農業は大規模化かつ

企業的経営に活路を見出して行くという国の姿

勢がうかがいしれます。

民間レベルにおいても企業が農業へ参入する

ことで、これまでの農業では不十分であった顧

客（消費者）の視点による商品開発・マーケティ

ング戦略、流通の短縮化・直販化、生産効率改

善などが農業分野にも注入される様です。

こうした取り組みを通して、農業が意欲のあ

る方にとって魅力的な産業となり、そして若者

にとっても就職先の一つとして意欲的に検討で

きるような「次世代型農業」に生まれ変わるこ

とを期待したいと思います。

（大庭 麻由美、花谷 禎昭）
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消費財�生産財�

製品�

原材料�

ＡＢＬ（動産・債権等担保融資）を活用した導入事例

【企業アンケート調査からみるＡＢＬの実態】
・経済産業省の企業アンケート調査によると、業種別では「農
林水産業」のＡＢＬニーズがもっとも高く、次いで「建設不動
産業」のニーズが高くなっています。

エービーエル

ここでは、ＡＢＬ（アセット・ベースト・レ
ンディング）という新たな金融手法を用いた取
組みとして、「水産業者」や「飼料業者」への
導入事例、また、汎用性の高い小口ＡＢＬにつ
いてご紹介します。

ＡＢＬ（アセット・ベースト・レンディング）とは
ＡＢＬとは、文字どおりＡｓｓｅｔ Ｂａｓｅｄ

Ｌｅｎｄｉｎｇ（アセット・ベースト・レンディン
グ）の略語であり、日本語では「動産・債権等
担保融資」と呼ばれています。
ＡＢＬとは企業の事業そのものに着目し、事

業に基づくさまざまな資産の価値を見極めて行
う貸出を指します。特に、動産・債権等に直結
する資産（特に流動資産）に着目し、銀行が在庫
や売掛金を担保取得することで、新たな資金調
達手段の１つとして期待されています。
従来型融資では不動産や保証人が担保の中心

となっていたため、不動産を保有していない企
業や保有不動産に担保余力が十分にない企業に
とっては、今からご紹介するＡＢＬの活用余地
は十分にあると考えられます。
また、動産・債権等に直結する資産（特に流

動資産）の例としては、下図に示しているよう
な木材や機械などの生産財から牛、豚、水産物、
野菜の様な消費財（農産物）など、様々なものが
あげられます（図１）。
但し、「仕掛品や半製品、特注品（専門性が強

いもの）」など換価処分がしにくいものについ
ては、ＡＢＬの特質上、一般的に担保としては
不向きとなります。

ＡＢＬ取組みの注意点
次に、ＡＢＬの取組みにあたっての「注意点」

について、ご説明します。
１．ＡＢＬの手続き期間
一般的にＡＢＬでは、融資の判断や融資額を

決めるにあたり、担保として提供する「在庫」
や「売掛金」等の評価を行う必要があるため（担
保対象も広範囲）、通常融資よりも時間がかか
る場合があります。
２．在庫や売掛金を担保に提供することに対す
る取引先に与える印象
ＡＢＬの利用により、銀行から積極的な支援

が得られている点を取引先等に説明することが
有効と考えられます。これまでの取組み事例で
は、風評被害等の発生の報告は受けておりませ
んし、ＡＢＬの仕組みを詳しく説明することで、
却って取引先から肯定的な評価を得られるケー
スも見受けられます。
３．融資銀行に対する報告義務
担保に提供した資産の残高や業績に関する情

報を定期的に銀行に伝える報告義務が発生しま
す。
在庫や売掛金等の残高については、資産とし

ての評価が日々変動するため、自社で管理して
いるデータ（情報）を集計し、定期的に報告する
ことになります。
４．法律上の位置づけと会計上の取扱い
在庫や売掛金の資産を担保目的で譲渡契約し

た場合、法律上は所有権が銀行に譲渡（移転）さ
れます。
しかし、在庫や売掛金を担保として提供して

も、現実の占有（対象となる物を現実に支配し
ている状態）は借り手のもとに残ります。
また、会計上も、現実の占有が借り手のもと

に残るため、借り手が自らの事業に使用してい
る実態に即して、借り手が保有する資産として
計上されます（計上する資産に変更はない）。

経営情報

図１ ＡＢＬ利用企業の例（さまざまな担保）

出所：経済産業省
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担 保 対 象 昆布、煮干、海藻類製品等

融 資 形 態 コミットメントライン

極 度 額 ２５百万円

資 金 使 途 海産物仕入れ資金、他

担 保 対 象 倉庫に保管する飼料用原料等

融 資 形 態 当座貸越

借入限度額 ５億円

資 金 使 途 運転資金

担 保 対 象 在庫等に譲渡担保登記

融 資 形 態
福岡県信用保証協会の流動資産担保
融資保証制度を活用

借入限度額 ２５０百万円

金 利 個別に設定

【ＡＢＬについてのお問合せ先】
・福岡銀行営業推進部、福岡銀行ソリューション営業部、
ＦＦＧ各行の営業店まで

ＦＦＧグループにおけるＡＢＬの取り組み事例
ここからは、ＦＦＧグループが取組んだＡＢ

Ｌについて、一部ご紹介します。
１．「海産物」を担保とした事例
まずは、海産物加工卸を業とするＡ社に対し、

福岡銀行と商工中金が連携して取組んだ事例で
す。
【ポイント】
・海産物は漁獲高が年によって変動する一方、
取引先は、同じ原産地のものを継続的に一定
量確保したいというニーズが存在。

・このため、豊漁の年に大量に仕込んでおく必
要があり、必然的に在庫負担が大きく膨らみ、
長期化する傾向にあり。

【福岡銀行の対応】

２．「飼料用原料・製品」を担保とした事例
次に、長崎県内の養殖用配合飼料の製造販売

業者であるＢ社に対して、親和銀行が倉庫に保
管している飼料用原料・製品等を担保とした融
資スキームにより対応した事例です。
【ポイント】
・在庫の変動に応じた資金ニーズの対応が可能。
【親和銀行の対応】

３．汎用性を高めた新たなＡＢＬスキームの構築
最後に、福岡銀行が本年６月から取扱いを開

始した汎用性を高めた新たなＡＢＬスキームに
ついてご紹介します。
本スキームは、「福岡県信用保証協会」の流

動資産担保融資保証制度を利用すると同時に、
福岡銀行が提携している「トゥルーバグループ
ホールディングス株式会社（以下「トゥルーバ
社」）」が提供する動産担保の「簡易評価サービ
ス」を活用することで、これまでのＡＢＬの課
題とされていた動産評価コストの大幅な引き下
げを実現したスキームとなっています。
【ポイント】
・福岡県信用保証協会の流動資産担保融資保証

制度における通常の融資限度額は、在庫等の
簿価の３０％。

・トゥルーバ社と評価の分野で連携することに
より、在庫等の見積額の７０％を上限として融
資限度額の引き上げを目指すスキーム。

【福岡銀行の取組み】

これまでに、ＡＢＬについては「経済産業省」
や「農林水産省」などの関係省庁が、各種の制
度構築や政策支援を行ってきました。しかし、
外部機関を利用することによる担保評価の負担
増や企業側の情報の非対象性から本格的な普及
には至っていませんでした。
ＦＦＧグループでは、ＡＢＬにおいて要求さ

れる「評価～モニタリング～在庫処分」といっ
た一連の業務について、関連会社である「福銀
不動産調査株式会社」および「ふくおか債権回
収株式会社」による営業店のトータルサポート
体制を構築した結果、これまで対応が難しかっ
た汎用性を高めた小口のＡＢＬスキームの構築
が可能となりました。この汎用性を高めたＡＢ
Ｌのスキームは、全国の金融機関に先駆けた取
組みとなるものです。

まとめ
ＦＦＧグループでは、福岡銀行、熊本ファミ

リー銀行、親和銀行でＡＢＬの取組みを行って
います。
ＡＢＬが有効に活用されることによって、定

期的なお取引先からの情報提供に基づき、事業
内容や状態を共有し、資金の供給から販路拡大、
経営の効率化などの事業サポートを通じて企業
の皆様と共存共栄する、いわゆる「リレーショ
ンの強化」により、地域密着型金融の役割を果
していきたいと強く考えています。

（真田 高充）
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“新しい形”の産学�
連携になりそうです�

―大学発 シーズ紹介―
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プロジェクト�

①発表� ②評価�

約�50名�特別審査員（企業経営者）�

約�300名�学生（発表者以外の受講生）�

約�50名�その他（一般の方）�

（ビジネスプランコンテストの流れ）�

し
ー
ず�
し
ー
ず�

し
ー
ず�

し
ー
ず�

“文系と理系のコラボレーション”で企業の問題解決
実は学生がしーず君� あ び る まさひろ

福岡大学 経済学部 阿比留正弘 教授
企業は、社会的責任（ＣＳＲ）、コンプライアンス、売上低迷、下請からの脱
却、新技術の開発といった容易に解決できない問題を抱えています。こうした
企業の問題に対して、常識に囚われない発想を持つ学生が関わることで、問題
解決の一つのきっかけ作りになります。利害関係のない学生は多くの専門家（教
授、技術者、様々な現場担当者）から、中立的立場で様々な情報や英知を集める
ことができるからです。また学生にとっては、企業との交流で仕事の面白さや
厳しさを体験することで天職と出会うことにもなりますし、企業にとっては優
秀な人材の確保に繋がります。

どのような研究（取組）ですか？

先生 私は１９９９年より、ベンチャー起業論とい
う講義を開講しています。この講義では毎週オム
ニバス形式で様々な分野の講師をお迎えしていま
す。運営は学生主体で、講師となる企業担当者を
中心に約１０人前後の学生で構成されており、２０
程度のプロジェクトを立ち上げています。

学生はどんな活動を行っているのですか？

先生 まず、企業へインターンシップに行き、現
状を正しく把握します。さらに、学生目線による
問題点を発見し、新たな発想で解決提案を行うこ
とを活動の目標とします。また大学内の理系研究
室の技術・研究等のシーズを企業に営業する活動
も行っています。これら活動の成果発表として毎
年９月に「対決（学生
と企業によるディベー
ト）」、１２月に「ビジネ
スプランコンテスト」
を実施していますので、
是非ご覧になり、この
取り組みに参加してい
ただきたいと思います。

この成果発表会では、ベンチャー起業論を受講
する学生が今までの活動で学んだ知識や経験に基
づき、インターンシップで訪問した企業の業務改
善や問題解決の方法について提案したり、学内の
理系研究室の先端技術をビジネス化するためのプ
ラン発表を行ったりしています。それを数チーム
で競い、優秀な提案を選んでいます。

取組事例を教えてください

先生 平成２０年には株式会社ふくやの川原社長
から若年層の認知度を高める宣伝の依頼がありま
した。学生は“ふくやの明太子を使用したおにぎ
りを製造し、直営店で販売する”という案を８月
と１２月のコンテストで発表しました。
ふくやの川原正孝社長は、「初めは、おにぎり
と聞いた時ビックリした。社員と違って、学生は
先入観のない発想をするから面白い」と評価をし
て下さいました。『おにぎり』の案は現在、実施
に向けて、商品開発が進み、物流の方法を考える
段階まできているそうです。また川原社長は「ベ
ンチャー起業論で行っているインターンシップは
通常の取り組みとは違い、学生の新鮮な発想と独
自の切り口で企業（私）に提案してくるので、企業
にとってもためになる。学生も企業の本当の姿が
見えるようになり、地に足がついた就職活動につ
ながる」とコメントされ、学生を激励されました。

今後の方向性は？

先生 この度、中小企業団体中央会の公募事業「高
度ものづくり人材育成事業」に採択されました。
今後は、更に工学部との連携を強化する予定です。
これまで理系研究室の営業を行ってきましたが、
これからは、さらに企業ニーズに対応した形で、
大学シーズを探す活動を学生と共に取り組んでい
きたいと思っています。興味のある企業の皆様は、
是非私たちのイベントに参加いただきたいと思い
ます。

コンテストの告知 「対決・理系研究室紹介」
日時：９月５日� １３時～１８時

※レセプション（参加費無料）１８時３０分～２０時
会場：【コンテスト】福岡大学七隈キャンパス８号館８３１教室

【レセプション】福岡大学文系センター１６階

福岡大学経済学部ベンチャー起業論ＨＰ
http://www.venture-fukuoka.com/̃ v２００８/index.html

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第６回）

ビジネスプランコンテスト発表風景
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環境ビジネスについて、こんな悩みを抱えている企業様はいらっしゃいませんか？

環境保全の取組みを
何かしなければなら
ない。何かしようと
している。

環境ビジネスのツー
ルがほしい。
上手なＰＲ方法がほ
しい。

他社と連携して相乗
効果を図りたい。
もっと外へＰＲした
い。

環境ビジネスについ
て相談できる相手が
ほしい。
情報がほしい。

「エコ・アクション・ポイント」の参加企業にはこんなメリットがあります。

「エコ・アクション・ポイント」の九州地区での参加企業様の取組み内容を一部
ご紹介します。

�ＦＦＧビジネスコンサルティングが、�ジェーシービーと協同でエコ・アクション・ポ
イント事業（※）への参加企業の募集を始めて３ヵ月が経ちました。
そこで、現在の活動報告や参加企業の取組内容など、ご紹介いたします。

（※） 一般消費者（お客様）が地球温暖化対策型の商品・サービス（省エネ型製品、リユース商品、環境への
寄付等）を購入することでポイントを獲得でき、貯めたポイントを様々な商品・サービスと交換できるプ
ログラムです。

ＣＳＲ活動…参加の事実、および参加による消費者のＣＯ２削減量を環境報告書に記載でき
ます。（各社・各自治体様の削減量は�ジェーシービーにて算出し提示可能）

販売促進活動…エコ・アクション・ポイントを付与することで、エコ関心層に対して、エコ
商品購入・サービス利用の促進ができます。

効率的なＰＲ…�ジェーシービーやＦＦＧビジネスコンサルティング、環境省は、各種イベ
ントや発刊機関誌等で定期的にＰＲをしていく予定ですが、その中で参加企
業のお名前や商品を披露します。

【福岡銀行・熊本ファミリー銀行・親和銀行】
太陽光発電システム設備住宅をご購入し、かつＦＦＧ３行のいずれかで住宅ローンをお
借入いただいた方にエコ・アクション・ポイント３，０００ｐを進呈しています。

【スペースワールド】
�ハイブリットカーでの来園、�エコグッズの購入、�園内レストランカフェでの陶器
カップ利用のいずれかに該当される方にエコ・アクション・ポイント５０ｐ進呈しています。

【九州電力福岡支店】
九州電力福岡支店が指定する「省エネ環境イベント」にご来場いただいた方へエコ・ア
クション・ポイントを進呈します。

【新出光】
太陽光発電システムをご購入していただいた方にエコ・アクション・ポイントを進呈す
る予定です。

このほか、コジマ、あいおい損保、阪急交通社などにおいてポイントを進呈しています。

このように、「環境」を切り口に「ＣＳＲ活動」や「販売促進活動」の一つのツールとし
てエコ・アクション・ポイント事業への企業参加が始まりました。ご興味のある企業様、
あるいは「こんな参加方法はできないだろうか」など、お考えの企業様は下記の連絡先ま
でお気軽にお尋ねください。

エコアクションポイント事業の詳しい内容や参加企業情報については、ＨＰ（http://eco-ap.jp/）
をご覧いただくか、ＦＦＧビジネスコンサルティング（０９２‐７２３‐２２４１）酒口・久保田までお
気軽にご連絡ください。

ＦＦＧニュース

エエココ・・アアククシショョンン・・ポポイインントト事事業業
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りょ じゅん こう く

全面開放後の「旅順口区」発展の可能性
～東北地区海上輸送拠点の構築～

REPORT

旅順口区�大連市�

金州区�

普三店市�
瓦房店�

庄河�

五島�

瓦房店市�
庄河市�

金州�

普三店�

渤海�

黄海�

白玉山より望んだ旅順港全景

１．旅順について

旅順口区の位置図

「道中の無事を祈る」との意味で名付けられ

た旅順は、中国遼寧省大連市に属する区です。

人口２６万人、遼東半島最南端に位置し、東は黄

海、西は渤海、南は海を隔てて山東半島を望み、

北は大連市に隣接しています。

地勢は、沿岸丘陵地帯で東高西低、平均海抜

１４０メートル、気候は北温帯季節風気候で四季

がはっきりしています。

日本人にとって旅順は、日露戦争（１９０４年）に

おける二〇三高地の激戦で有名ですが、１８８１年

に軍港が建設され、中国で初めて水道施設と国

際電報配線が整備された町でもあります。地勢

的な特徴から、「北京と天津の門戸」「渤海の要

衝」「東のジブラルタル海峡」と称されています。

旅順には中国北方艦隊の軍港があるため、軍

事上の理由から、これまで外国人には立ち入り

できる場所について制限がありました。しかし、

２００９年３月２０日付けで、実質的に全面解禁とな

り、軍事禁止区域を除いて外国人の立ち入り制

限は撤廃されました。

２．旅順口区のインフラ整備と産業の状況

古くより水産業や農業が盛んな旅順ですが、

近年、道路網の整備、給排水・電力・通信等の

インフラ整備とともに積極的な企業誘致を行っ

ています。２０００年から０５年までの旅順口区の年

平均経済成長率は１３％でしたが、０８年は年率

２４％成長してＧＤＰは１１５億元（約１，６１０億円）に

達しました。

� 物流ネットワークの充実

中国最長の煙大鉄路フェリー

海外リポート

煙大鉄路フェリー航路図

フェリーに積み込まれる鉄道車両
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大連市街地を走る軽軌電車

既に稼動を始めている造船所

海上交通では、旅順から対岸の山東省煙台へ

の海上航路の運行（煙大鉄路フェリー）が０６年か

ら開始されました。このフェリーは、自動車や

乗客のほか列車の車両をそのまま船に積み込む

ことができ、これまで大連から煙台まで渤海湾

に沿って大きく迂回するのに２４時間を要してい

たのが、一気に４時間にまで短縮されています。

土羊高速道路完成による高速交通ネットワーク

との接続

高速交通網については、２００８年８月に大連市

（土城子）と旅順口区（羊頭湾）を結ぶ土羊高速道

路が開通しました。全長５６．７７�、総投資金額

３４億元（約４７６億円）のこの土羊高速は大連～瀋

陽間の瀋大高速道路、また大連～丹東間の丹大

高速道路と接続しており、中国東北地域の拠点

都市である瀋陽、丹東と直に高速交通網で繋が

りました。

大連市街から旅順までの電車軌道延伸工事が起工

大連市の市街地を２両編成で走っている電車

を、中国では高速の長距離列車と区別して軽軌

電車と呼んでいます。市民の足として親しまれ

ているこの電車を、旅順開発区（工業団地）の新

港まで延長する起工式が、今年５月行われまし

た。竣工は２０１１年末の予定で、全長４２．６７�、

総投資予定額は４２．２億元（約５９０億円）です。こ

の延長工事が完成すると、大連市街から旅順口

区までの人の移動が格段とスムーズになり、往

来の活発化が見込まれています。

さらに、旅順では「東北アジアの海運セン

ター」として中国東北地区の海運の中枢となる

ことを目指した、日本、韓国、香港への海上航

路の開通も計画されています。

� 中国有数の巨大プロジェクト

総合型船舶生産基地の建設

旅順では、現在二つの巨大プロジェクトがス

タートしています。一つは「総合型船舶生産基

地」を建設するプロジェクトで、中国の国営企

業集団中国遠洋運輸（集団）公司（コスコグルー

プ）が主導し、川崎重工と合作で建設を進めて

います。３０万トン級ドック２基を含み、完成後

の年間建造能力は最終的に２５０万から３００万

ＤＷＴ（重量トン）に達し、将来は中国最大級の

造船所になると見込まれています。

「機関車タウン」の建設

もう一つのプロジェクトは、中国最大の機関

車製造会社である国有企業中国北方機車車輛工
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知識経済区�
大学城�

西部臨港新区�

総合物流港区�

双島湾港�

羊頭湾�
旅順新港�

業集団公司が総投資額１２億元（約１６８億円）をか

け、軽軌電車、地下鉄、ディーゼル機関車といっ

た車両のほか、ディーゼルエンジンなどの動力

機関の生産基地を目指す「機関車タウン」の建

設です。今年４月に着工し、２０１１年１２月に完成

が予定されており、完成後は各種車両を年間

３，０００台生産する能力を備える計画です。

現在、旅順で建設されている造船と機関車の

生産基地は、完成するとどちらも世界有数の製

造能力を有するものとなります。この２つの巨

大プロジェクトによって、製造業集積地として

の拠点性は飛躍的に高まります。

� 経済開発区、工業園区の整備

旅順口区では、経済、観光、居住、自然保護

などの機能別にエリアを設定し、整備を進めて

います。そのうち、外資から投資を呼び込んで

発展を図ろうとしている「西部臨港新区」と「知

識経済区」について、紹介します。

「西部臨港新区」

このエリアは、従来から整備されている羊頭

湾の海上輸送センターと双島湾総合物流港区か

ら構成され、上記２大プロジェクトを含む製

造・加工業集積地として、輸出加工、食品生産、

医療、電子産業、化学工業の施設が建設されて

います。港、物流、海上エネルギー設備等に関

連する産業を発展させ、交通エネルギー施設基

地の形成を目指しています。

その実現のため日本からの投資企業を誘致す

るべく、旅順新港から３�ほど離れたところに

「日本工業城（ゾーン）」が用意されており、機

械工業、電子工業、医療工業、省エネルギー開

発、環境保護関連産業の日系企業の誘致に力を

入れています。

「知識経済区」

ハイテクパークと大学を軸に、ＩＴ情報産業、

ソフトサービス、新エネルギー、新材料等の科

学教学情報産業の集積に取り組んでいます。

特に旅順南路ソフトウェア産業帯は、大連ソ

フトウェアパークを核として、大連市南部から

海岸線に沿って位置し、旅順塩場の大学城（ゾー

ン）まで距離にして約３０�、面積１３３．１１�もあ

ります。そのなかに日本企業団地、情報サービ

ス産業区、国際企業村、高等教育機関など、自

然・生態・人文が一体化した新海浜型のソフト

ウェア団地を造り、中国のバンガロール（イン

ドのシリコンバレーと呼ばれている）を目指し

ています。

最後に

軍事上の理由で対外開放が大きく出遅れた旅

順口区ですが、開放を転機として積極的な開発

に踏みきり、発展に向かって動き始めています。

元々有している地理的優位性を最大の武器とし

て、中国東北地区だけでなく世界のハブ基地と

しての地位を確立しようとしていますが、その

実現のためには、日系企業を主力とした外資企

業の進出の成否が重要な鍵となりそうです。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

海外リポート

旅順口区の二大開発区
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全般

製造販売従事者は毎年健康診断を受診

食品包装には製品内容を記載したラベルを貼付

食品添加物には製品内容を記載したラベル及び説明書
が必要、ラベル上に「添加物」である旨を明記

生産
加工

材料調達の際、供給者の許可証及び製品合格証明文書
を確認

製造業者は「入荷確認記録」及び「出荷検査記録」を
作成し、２年間保管

農産物生産者は「食用農産物生産記録」を作成

販売

商品調達の際、供給者の許可証及び食品合格証明文書
を確認

「入荷確認記録」を作成、２年間保管

輸入
（→中国）

中国への輸入に係る製造及び輸出業者は国家輸出入検
査検疫部門へ登録

通関の際、輸出入検査検疫機関の通関証明取得

輸入業者は「輸入記録」と「販売記録」を作成し、２
年間保管

輸入食品の包装に中国語のラベルと説明書が必要

輸出
（中国→）

輸出食品の製造業者、農場、養殖場は、国家輸出検査
検疫部門へ届け出

通関には輸出入検査検疫期間の通関証明取得

２００９年６月１日より、中国において「食品
安全法」が施行されました。粉ミルク汚染事
件や冷凍餃子事件などを受けて、法律の不備
を解消し、厳しい管理体制を敷く事で違法な
業者を排除し、食品の安全保障を主眼として
います。
これまで運用されてきた「食品衛生法」と

の大きな違いは、関係業者の管理と違反者に
対する罰則が大幅に強化されたことです。以
下に改正内容の概要をまとめました。

１．改正内容の概要
�食品関係業者の管理強化

このように、食品の生産から販売・輸出入
に関する記録を作成し、追跡調査を可能とす
る管理方法が義務付けられました。
�法律体系の整備
生産・加工のみならず流通、飲食サービス、

包装材、洗剤、食品添加物、広告に至るまで、
食に関しての統一国家基準が制定されました。
�検査免除制度の廃止
全企業に対して監督部署及び指定機関が定

期及び抜打ちで検査を行う事となりました。

�事故発生時の効果的な処置制度
リコール制度が導入され、実施状況を監督

部署へ報告する事が義務付けられました。
�違反者への罰則規定強化と消費者保護
違法製造販売者へ最低２，０００元（日本円で約

２８，０００円）以上の罰金が課されるほか、政府
のＨＰ上に違反企業として公開されます。ま
た、消費者には商品代金の１０倍の損害賠償請
求が認められました。

２．日本企業への影響
中国へ食品を輸出しようとする日本企業

（中国現地法人含む）は、食品の追跡調査の為
に中国の輸出入検疫検査部門へ取引業者とし
ての登録や届け出が必要です。また、中国側
の輸入業者は追跡調査の事務負担が増加する
為に、これを日本の輸出業者に対して転嫁す
る事が予想されます。
物流業者からの聞き取りによると、法律の

運用が安定するまでは、通関に従来以上の時
間を要したり、輸出入可能であったものも不
可能とされる事も想定されます。

３．新たなビジネスチャンス
食品への追跡調査制度の導入によって、中

国での追跡調査システムへのニーズが急速に
高まると考えられます。日本企業は先行して
追跡調査システムを導入していますので、同
システムのノウハウが売り込める商材として
有望視されています。

まとめ
本法律の施行は中国の食品関連企業にとっ

て厳しい内容となりましたが、安全で品質の
高い食品が市場と消費者から信任を得ていく
ことを後押しするものです。中国政府が目指
す安心、安全な中国産食品の信頼回復に向け
た対応に今後も注目していきたいと思います。

（上海駐在員事務所トレーニー 磯田 卓也）

海外トピックス

中国で「食品安全法」が施行
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九州の鉱工業生産動向

2003年� 04年� 05年� 06年� 07年� 08年� 09年�

83.1

79.2

九州�
全国�

115

110

105

100

95

90

85

80

75

70

65

60

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］………在庫調整の進展などにより、生産は持ち直しの動き

２００９年５月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、在庫調整などが進展しており、前月比

７．４％上昇し３ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産には全国と同様に持ち直しの動

きがみられます。

［業種別動向］………輸送機械工業、電子部品・デバイス工業が大きく上昇

鉱工業生産指数の前月比７．４％の上昇について、業種別に寄与度を見ると、化学工業などでマイナ

スになったものの、輸送機械工業、電子部品・デバイス工業をはじめ多くの業種（１７業種中１３業種）で

プラスとなりました。輸送機械は自動車メーカーの減産緩和、電子部品はゲーム機やアジア向け携帯

電話などの需要が増加していることが反映されました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………厳しい情勢の中、一部に持ち直しの動き

企業部門は生産活動に回復感が見られます。また、企業倒産も、件数・負債総額ともに前年比減少

しました。しかしながら家計部門は、依然として生活防衛意識が強く、大型小売店販売額は前年を下

回っています。また、新設住宅着工も、住宅市場の冷え込みの影響で分譲をはじめ持家、貸家ともに

前年比減少し、公共投資も前年実績を下回りました。

福岡県の景気は、厳しい情勢にあるものの、生産活動など一部に回復の兆しが出てきているといえ

ます。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続で上昇

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、基幹産業である自動車が減産幅を緩和した

ことなどの影響で、総合指数は７２．４と、前月比

２．８％上昇しました。

総合指数の上昇は２ヵ月連続となり、生産活動

は最悪期を脱しつつあるといえます。

主要業種では一般機械は前月比２９．２％低下、鉄

鋼はほぼ横ばい、輸送機械は前月比５３．０％上昇、

化学は前月比２３．８％上昇しました。

［大型小売店］……………百貨店は減少、大型スーパーは増加

百貨店では主力の衣料品や身のまわり品が伸び

悩み苦戦しました。また、ゴールデンウィークも

「１０００円高速」の影響で郊外に人が流れたことも

あり売上を伸ばせず、前年比１１．７％減となりまし

た。

一方、スーパーは消費者が外食を控える節約志

向の影響で食料品が堅調で前年比２．０％増加しま

した。

トータルでは前年比４．３％減の５４２億円となり、

依然として消費者の生活防衛意識が強く働いてい

るといえます。

福岡県経済動向
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［住宅建設］…………貸家・分譲の減少が著しく６ヵ月連続の前年割れ

５月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１８．０％減の７１５戸、貸家で同６７．９％減の８３９戸、分

譲で同５０．２％減の８１２戸となり、全体では同５３．９％

減の２，３６７戸となりました。

前年同月と比較すると、貸家・分譲住宅の着工

が半分以下と著しく減少していますが、これは住

宅市場の冷え込みから、在庫処分を優先させる業

者の動向が、着工を抑制しているためと考えられ

ます。

［公共工事］……………件数は増加、請負金額は減少

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２０．１％増の３７１件、金額が同６５．６％

減の２２０億円となりました。

これは前年同月に、九州新幹線関連の大型工事

の発注があったため、その反動によるもので全国

とは異なった動きを示しています。

発注者別では、「県」が九州歴史資料館本館棟

新築工事などで前年比１８４．７％増でしたが、「国」

「独立行政法人」「その他公共的団体」で発注が

減少しました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

６月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、公共工事の前倒し発注などが歯止めをか

け、件数は前年比２．０％減の４８件、負債総額は同

３８．７％減となる１７１億円となりました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しい状況が続くなか、総合生産指数が
プラスに転じる

生産面では、電子部品・デバイスが大幅に増加し、総合指数は７ヵ月ぶりにプラスに転じました。

個人消費は所得環境の悪化などにより節約志向が強まって前年を下回り、住宅建設も全般的に慎重姿

勢で推移していますが、公共工事の件数が増加しているほか、企業倒産も落ち着いた状況が続いてい

ます。

［生産活動］……………電子部品・デバイスが大きく上昇し、７ヵ月ぶ
りに総合指数はプラスに転じる

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比６．３％上昇し７６．３となり

ました。

一般機械や食料品・たばこは前月比低下、輸送

機械はほぼ横ばいに留まりました。しかし、生産

調整の緩和により電子部品・デバイスが大きく上

昇し、総合指数は７ヵ月ぶりに前月比プラスとな

りました。

［大型小売店］……………生活防衛意識が強く前年比４．７％減

５月の県内大型小売店販売高は、消費者の生活

防衛意識が強く働くなか、前年比４．７％減の１４１億

円と前年実績を下回りました。衣料品や身の回り

品の落ち込みが続く中、比較的堅調な食料品と家

庭用品は前年比プラスとなりました。

熊本県経済動向
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［住宅建設］……………貸家の減少などで前年比３８．４％減

５月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

３８．４％減の６５０戸と、前年を下回りました。持家

で同４．９％減の３０８戸、分譲は戸建の減少により同

１５．８％減の４８戸となりました。貸家は同５６．８％減

の２９０戸と大きく減少しました。

［公共工事］……………件数は増加するが、請負金額は減少

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比９．１％増の２２７件、金額が同４７．８％減

の９４億円と、件数は前年を上回りましたが請負金

額は下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は同２．５％

減、「独立行政法人等」は前年に請負額が大きかっ

た九州新幹線関連工事の影響などで同７７．２％減と

なり、「県」は同３．６％減、「市町村」で同７５．５％

増加したものの、「その他」で同１０．９％減と、合

計では前年を下回りました。

［企業倒産］……………件数は増加、負債総額は前年並み

６月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２５．０％増の２０件、負債総額

が同０．２％減の３７億３，８００万円となりました。前年

に比べて、小口の倒産件数が増加しましたが、負

債総額はほぼ前年並みにとどまりました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 � 一般機械工業 �電子部品・デバイス工業（右軸）�
輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］………厳しい状況続くが、生産活動や公共工事は好転

生産面では、業種別の動きは一定でないものの、鉱工業生産総合指数は６ヵ月ぶりに前月比プラス

に転じました。大型小売店販売額は前年割れが続き、住宅投資の動きも弱いものの、県や市町からの

前倒し発注に加え、国からの発注増で公共工事は大幅増となりました。

［生産活動］……………６ヵ月ぶりに総合指数はプラスに転じる

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８１．４と前月比１４．０％上昇し、６

ヵ月ぶりに前月比上昇に転じました。半導体の生

産が減少した電子部品・デバイスや、一般機械な

どで指数は低下しました。

一方、輸送機械や食料品・たばこは堅調に推移

し、前月比上昇しました。

［大型小売店］……………節約志向強まり前年比４．８％減

４月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向が強まるなか、前年比４．８％減の９６億円とな

りました。

業態別にみると、百貨店での販売高は同８．０％

減、大型スーパーの販売高は食料品が堅調で、同

３．４％の減少に留まっています。

長崎県経済動向
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［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年比減少

６月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２９．４％減の１２件、負債総額

が同６６．２％減の１５億９，３００万円となりました。４

月以降、公共工事の前倒し発注効果などもあり、

件数、負債総額ともに前年比減少しました。

［公共工事］……………件数金額とも「国」「独立行政法人」等からの
受注増で大幅に増加

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比６３．１％増の１９９件、金額が同１４７．０％

増の１０４億円と、件数、請負金額とも政府の経済

対策等を受け、前年比大幅に増加しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は横瀬貯

油所護岸工事などで、「独立行政法人」では長崎

大学病院の改修工事で同大幅増となり、「県」は

同０．６％減ながら、「市町」では平戸市堤漁港のほ

か小口の積み上げで同約３倍と大きく増加しまし

た。

［住宅建設］……………貸家の増加により前年比２．９％増

５月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比２．９％

増の２１５戸、貸家で同３９．６％増の１８７戸、分譲で同

７９．３％減の１２戸となりました。給与住宅は１０件と

なり、全体では同５．７％増の４２４戸と前年を上回り

ました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力を除
く民需）生産指数

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．４ １０８．０ １．８ １０８．６ ２．６ １０４．７ １．０ ９．８ ３．９ １２．２ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３

５ １０９．３ ０．９ １０９．７ １．５ １０５．３ １．５ ６．１ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０７．１ ▲０．２ １０６．９ ▲０．８ １０６．２ ２．６ ▲３．９ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．５ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，０９７ ２．２ ４０，１４６ １．３

５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９３ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５４，９９２ １．６ ４０，２５３ ２．１
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．７ ４．１ １００．９ ０．８ １６，８０１ ▲０．７ ２００，８３３ ９．４

５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９４４ ▲０．６ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．３ ▲１．８ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０４．０ ▲２．５ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．４ ▲４．０ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．９ ▲５．５ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調
整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用
銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．４ １０７．４ ８．５ １０７．２ ２．６ １２２．１ ７．０ １２１．７ ２１．６ １２３．６ ２６．３ １０７．７ ８．９ １２６．９ ９．０

５ １０８．３ １０．６ １０５．７ ２．５ １０７．８ ▲２．３ １１８．０ ２５．９ １３６．８ ４６．５ １０９．３ １２．９ １１６．２ ▲１０．１
６ １０５．６ ６．７ １０４．８ １．５ １２０．４ ▲０．１ １０４．０ ５．９ １２５．９ ２１．７ １０４．６ ５．７ １２５．６ ０．４
７ １１０．７ １０．３ １０４．６ ▲５．４ １１６．５ ０．６ １１２．６ １２．６ １３６．７ ３７．２ １１３．８ １３．８ １１７．２ ▲０．１
８ １０２．７ ▲４．９ ９９．６ ▲８．２ １１３．５ ▲０．７ １１３．６ ８．６ １１２．７ ▲１３．０ １００．５ ▲７．６ １２４．９ １．６
９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８
１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．４ １８．０ ４．９ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，２７９ ▲１．０

５ ２３．９ ０．９ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６２５ ▲０．１
６ １２．６ １１．０ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５
７ ３０．７ ６．７ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６８ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１

５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．４ １０９．８ ２．５ ９７．３ ▲１０．９ １５４．６ １１０．４ １１６．２ １６．１ ８７．８ ▲４１．１ １０７．１ ４．１ １１３．５ ３６．４

５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲３４．０ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５
６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．４ ▲２３．２ ９６．５ ▲２．７ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．５ ▲１９．８ １４４．９ １６．６
２ ７５．３ ▲３１．９ ９６．０ ▲７．９ ７５．２ ▲５３．６ ４９．６ ▲４５．２ ７３．５ ▲１０．４ ７５．６ ▲２８．５ １４５．８ １３．４
３ ７１．８ ▲３４．２ １００．３ １．２ ８１．０ ▲５０．６ ５４．２ ▲３２．２ ６８．１ ▲８．７ ７４．１ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７６．３ ▲３０．５ ９０．８ ▲６．７ １０７．９ ▲３０．２ ３７．３ ▲６８．０ ６８．３ ▲２２．２ ７６．０ ▲２９．１ １１１．８ ▲１．５
５

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．４ ▲１３．６ ５４．３ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１

５ ２７．０ ２１．８ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲６．８ ▲１１．６ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ０．９ ７０．７ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８

５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６８ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ １，９１６ ▲１１．５ ２，５６２ ▲１６．８ ０．７
２００８．４ １２２．８ ２１．８ １４５．１ ３２．７ １０２．４ ▲５．８ ４６．９ ▲３２．３ １３７．７ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３

５ １２１．７ １８．１ １６０．２ ６４．８ １００．２ ▲１４．５ ４８．０ ▲３５．４ １３８．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １２０．２ １６．７ １６０．１ ５７．６ ９１．９ ▲１４．３ ４７．３ ▲１５．６ １４６．１ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １２２．１ １４．０ １８４．２ ７７．１ １０１．５ ▲３．２ ５８．３ ０．６ １５１．４ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １２６．６ １７．６ ２０３．５ １０３．３ １０３．２ ▲７．６ ３８．１ ▲４１．８ １５１．７ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ▲２０．０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ０ ０．０１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．４ ３７．７ ３９．７ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６

５ ４．７ ５２．６ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．３１００．９ １．２
６ ▲３８．９ ２０．７ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６２ ▲１２．８１００．４ ▲０．５

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．４ ９，９０９ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６

５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５８ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

産学連携と言えば、ついつい理工系の話
と考えがちですが、今回の“しーず君”の

� � �
ような文系と理系の連携を目指す「文理融
�
合」という切り口もあります。実際、産業
界では技術者が製品開発し、営業担当者が
これを販売するという仕組みが一般的です
から、大学において経済やマーケティング
を研究する文科系の人材が、理工系の技術
を紹介するのも自然な取組みかもしれませ
ん。

減反政策、食料自給率の低下、食育、さ

らには雇用の受け皿など、さまざま表現で

語られる農業ですが、はっきりと言えるこ

とは、「農業は生きるための営み」という

ことです。硬直化していた日本の農政が大

きく前進した、今回の農地法改正について

の執筆をきっかけに、農業の意味について

改めて考えてみたいと思います。

旅順口区全面開放を受け、今まで外国人が

立ち入り出来なかった場所を訪問。初めて

の経験に期待に胸を躍らせ施設に入ると、

「お客さん。お土産安いよ！」と日本語

が・・・中国人の商魂を垣間見た瞬間でし

た。

今 泉 大 庭 宮 城

上海に初めて降り立った時、林立する高層
ビル群と、人や車で溢れ活気づいた街に圧
倒されました。高層ビルの数は東京を抜い
てアジア一の規模で、超高級車といわれる
車も数多く見かけます。驚いたのは、日本
語を習得している中国人が意外に多いこと
でした。日本文化への理解に喜びを感じる
と共に、残りの研修期間で中国文化を少し
でも学び、理解しようと思います。

日本で観測できる皆既日食が７月２２日に
見られる予定です。実に４６年ぶり（１９６３年
以来）となるそうです。次回、日本での皆
既日食の観測は、２６年後の２０３５年の様です。
ハレー彗星に至っては、次回の観測を５２年
後の２０６１年夏頃まで待つ必要があります。
宇宙の動きに比べて我々の日常生活がなん
と目まぐるしい速さで動いているのか？皆
既日食の話題のお陰で「宇宙の広さ」と「時
間の大切さ」を実感する良い機会となりま
した。

環境にいいことをして、ポイントがもら

えるなんて、お得感があって嬉しいですね。

九州地区において「エコ・アクション・ポ

イント」に参加する企業が増え、九州地区

でのエコライフをする人が一人でも増えて

くれたらいいですね。今後の「エコ・アク

ション・ポイント」の行方が楽しみです。

磯 田 真 田 久保田

ＦＦＧ調査月報１５号 ２００９年７月２７日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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